


























　また、現在の参議院議員は、平成25年 7 月21日の参議院通常選挙と平成22年 7 月11日の参議院通
常選挙で、それぞれ半数ずつ選出されているが、選挙区選挙については、選挙区間の選挙人数の最
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字で割り切れるものではなく、選挙区間の平等の比率を常に 1 対 1 とすることは、選挙区割りの具
体的あり方や実際の人口移動などを考慮すれば、技術的に困難であることは疑いない。かくして、



















値の平等についても一人一票の原則を破壊しない限度として 2 対 1 の基準が打ち出されているので
あるが、逆に 2 対 1 を超えてしまえば、一人一票の原則が根底から崩れてしまうことになるのであ
るから、他の憲法上の要請がない限りは、選挙区の構築における技術的な問題との調整の必要を考
慮して、可能な限り 1 対 1 に近づけることを原則とすべきである。また、参議院の場合については、
学説の傾向としては、衆議院の人口比例原則の厳密な適用が参議院においては多少とも緩和される






あり、衆議院の場合と異なる憲法上の要請は、任期 6 年で 3 年ごとの半数改選（46条）という点の
みであるから、これに基づく「真にやむを得ない合理的な理由」がない限りは、人口比例原則を後


















































59年 5 月17日第一小法廷判決・民集38巻 7 号721頁）も含めて、この昭和51年判決の合憲性の判断の
枠組みが基本的に踏襲されている。
　その後の衆議院議員選挙の定数不均衡訴訟においては、最大較差3.94対 1 の事案を違憲状態とした
昭和58年11月 7 日大法廷判決（民集37巻 9 号1243頁）、最大較差4.40対 1 の事案を違憲とした昭和60
年 7 月17日大法廷判決（民集39巻 5 号1100頁）、最大較差3.18対 1 の事案を違憲状態とした平成 5 年





差2.309対 1 の事案を合憲とし、その後も、平成13年12月18日第三小法廷判決（民集55巻 7 号1647頁、
以下「平成13年判決」という）は、最大較差2.471対 1 の事案を合憲とし、平成19年 6 月13日大法廷









































のとする旧区画審設置法 3 条 1 項の定めは、投票価値の平等の要請に配慮した合理的な基準を定め
たものであると評価する一方で、平成21年選挙時において、選挙区間の投票価値の較差が拡大して





















　平成23年判決を受けて、一人別枠方式を定める旧区画審設置法 3 条 2 項の削除と小選挙区議員の



























































　平成24年改正法は、その附則において、旧区画審設置法 3 条 2 項を削除する改正規定が公布日か
ら施行するものとする一方で、各都道府県の選挙区数の 0 増 5 減を内容とする改正後の公職選挙法
の規定は次回の総選挙から適用する（公職選挙法の改正規定は別に法律で定める日から施行する）
ものとし、この 0 増 5 減を前提に、区画審が選挙区間の人口の較差が 2 倍未満となるように選挙区
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割りを改める改定案の勧告を公布日から 6 月以内に行い、政府がその勧告に基づいて速やかに法制
上の措置を講ずべき旨を定めていた。そして、平成24年選挙の施行後、平成24年改正法の附則の規





枠方式を廃止して、 0 増 5 減によって選挙区数を295とし、42選挙区における区割りの改定がなさ
れたものの、残余の選挙区は、一人別枠方式の下で配分された旧選挙区割りがそのまま維持された
ものとなっていた。この平成26年選挙では小選挙区選挙における選挙区間の選挙人数の最大較差は












旧区画審設置法 3 条 2 項の削除と各都道府県の選挙区数の 0 増 5 減を内容とする平成24年改正法が
制定され、この 0 増 5 減を前提に選挙区間の人口の較差が 2 倍未満となるように17都県の42選挙区
において区割りを改めることを内容とする平成25年改正法が成立して、改定された本件選挙区割り
の下で本件選挙が施行されたものであるが、「本件選挙区割りにおいては、上記 0 増 5 減の措置にお
ける定数削減の対象とされた県以外の都道府県について旧区割基準に基づいて配分された定数の見


























割りについて違憲状態と判断し、これを解消するためには、旧区画審設置法 3 条 2 項を削除した上
で、同条 1 項の趣旨にそって各都道府県への選挙区の数すなわち議員の定数の配分を見直し、それ
を前提として多数の選挙区の区割りを改定することが求められていたところ、平成24年改正法およ
び平成25年改正法の成立によって、旧区画審設置法 3 条 2 項の規定の削除と選挙区間の人口の較差
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員が比例代表選出議員に、地方選出議員が選挙区選出議員に、選挙制度が改められた後も、議員定
数不均衡訴訟は、選挙区選挙に関して提起され続けてきた。平成 8 年 9 月11日大法廷判決（民集50





すべて較差が 6 倍未満であることから、較差 6 倍を超える場合が違憲状態と捉えられているものと
推察されることになる。そして、平成10年 9 月 2 日大法廷判決（民集52巻 6 号1373頁）は、最大較




廷判決（民集58巻 1 号56頁、以下「平成16年判決」という）、平成18年10月 4 日大法廷判決（民集60






差が5.06対 1 であった事案について、平成16年判決は、議員定数配分規定が憲法14条 1 項等に違反
していないと判断したが、15人の裁判官の意見は大きく 3 つに分かれ、補足意見 1 を構成する 5 人



















































































はいえず、この規定が憲法14条 1 項等に違反するに至っていたということはできないと判断し、 3
人の裁判官の各反対意見は違憲との見解を示した。
　最高裁は、本判決において、選挙区間の最大較差が5.00倍の議員定数配分規定について、「本件選











































































































































































































































































14･ 9 ･11民集56-7-1439）、在外邦人選挙権事件最高裁判決（最大判平成17･ 9 ･14民集59-7-2087）、国
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派の意見は様々に分かれて集約されない状況が続き、同年12月以降の同検討会およびその下に設置
された選挙制度協議会における検討を経て、2012年（平成24年） 8 月に、当面の較差の拡大を抑え
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旧区画審設置法 3 条 2 項の削除と 0 増 5 減を内容とする改正法案が成立した。この平成24年改正法
は、附則において、旧区画審設置法 3 条 2 項を削除する改正規定は公布日から施行するものとする
一方で、各都道府県の選挙区数の 0 増 5 減を内容とする改正後の公職選挙法の規定は次回の総選挙













0 増 5 減を内容とする公職選挙法の改正規定の施行期日を定めるとともに，この改定案に基づく選
挙区割りの改定を内容とする公職選挙法の改正事項（旧区割規定の改正規定及びその施行期日）を
定める法制上の措置として、改正法案を国会に提出し、同年 6 月24日に、この改正法案が成立した。














































議院議長に提出された。現行制度で475の衆議院議員定数を、小選挙区選挙で 6 、比例代表選挙で 4
減らして、465とし、小選挙区における投票価値の較差の是正については、10年ごとに都道府県へ























































（ 1 ）	 最大判平成27・11・25（平成27（行ツ）253選挙無効請求事件）裁判所 HP（http://www.courts.
go.jp/app/hanrei_jp）。
（ 2 ）	 最大判平成23・ 3 ・23民集65-2-755。最高裁は、この平成23年判決で、平成21年 8 月30日施行の
衆議院総選挙について、小選挙区の選挙区割基準のうち「一人別枠方式」にかかわる部分を「違憲
状態」とし、選挙区間の最大較差2.304倍の選挙区割規定を「違憲状態」と判断した。
（ 3 ）	 最大判平成25・11・20民集67-8-1503。最高裁は、この平成25年判決で、平成24年12月16日施行の
衆議院総選挙について、小選挙区選挙の選挙区間における最大較差2.425倍の選挙区割規定を「違憲
状態」と判断した。
（ 4 ）	 最大判平成26・11・26民集68-9-1363。最高裁は、この平成26年判決で、平成25年 7 月21日施行
の参議院通常選挙について、選挙区選挙の選挙区間における最大較差4.77倍の議員定数配分規定を
「違憲状態」と判断した。
（ 5 ）	 最大判平成24・10・17民集66-10-3357。最高裁は、この平成24年判決で、平成22年 7 月11日施行
の参議院通常選挙について、選挙区選挙の選挙区間における最大較差5.01倍の議員定数配分規定を
「違憲状態」と判断した。
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挙区割規定や参議院選挙区選挙の議員定数配分規定は、全体として「違憲状態」と考えるべきもの
である。したがって、衆議院議員475人のうち約 3 分の 2 に当たる小選挙区選出の295人と、参議院
議員242人のうち約 3 分の 2 に当たる地方区選出の146人は、「違憲状態」で選出されていることに
なり、国会議員のおよそ 3 分の 2 の議員が、「違憲状態の選挙で選出」されているのが現状である。
拙稿「今日の国政状況における憲法問題－憲法違反の政治状況に対して「立憲主義を取り戻す」－」
（中京ロイヤー23号、2015年）19頁以下参照。










（ 9 ）	 芦部信喜（高橋和之補訂）『憲法』（第六版、岩波書店、2015年）262頁～266頁、野中俊彦・中村
睦男・高橋和之・高見勝利『憲法Ⅱ』（第 5 版、有斐閣、2012年）16頁～34頁、辻村みよ子『憲法』
（第 4 版、日本評論社、2012年）331頁～333頁参照。
（10）	 野中・中村・高橋・高見・前掲注（ 9 ）19頁参照。
（11）	 芦部・前掲注（ 9 ）141頁。
（12）	 辻村・前掲注（ 9 ）337頁参照。
（13）	 芦部・前掲注（ 9 ）146頁。
（14）	「真にやむを得ない合理的な理由」の 1 つとして、「過疎化」や「地域間格差」に基づく「地域代
表」を容認する立論がある。
（15）	 さらに、「原則はあくまで 1 対 1 であることから、衆議院の場合と同様、技術的に人口比例原則
を徹底しうる場合には、たとえ 1 対 2 以内でも違憲性を認めうるような厳格な基準を設定すること
に、憲法理論上妥当性がある」とする見解もみられる。辻村・前掲注（ 9 ）341頁。





















年） 8 頁以下、西村枝美「違憲状態とされた 1 人別枠方式を含む区割のまま行われた衆議院選挙
の合憲性」（『速報判例解説』vol.14、2014年）35頁以下、只野雅人「違憲状態判決の「重み」」（法
律時報86巻 1 号、2014年） 1 頁以下、倉田玲「最新判例批評：投票価値の平等と司法審査の限界
－2012年衆議院議員総選挙定数訴訟大法廷判決」（判例時報2223号、2014年）132頁以下、「時の判
例：衆議院小選挙区選出議員の選挙区割りを定める公職選挙法（平成24年法律第95号による改正前
のもの）13条 1 項、別表第 1 の規定の合憲性」（ジュリスト1470号、2014年）64頁以下。
（18）	 平成26年選挙について、投票価値の平等に反するとして選挙無効訴訟が提起され、2015年（平成
27年）3 月から 4 月にかけて、17件の高等裁判所判決が出された。このうち、「合憲」とする判決が
























































































定違憲判決（最大判平成20･ 6 ･ 4 民集62-6-1367）、非嫡出子相続分差別規定違憲判決（最大判平成
25･ 9 ･ 4 民集67-6-1320）参照。	
（32）	 最近の最高裁の違憲判決では、従前の判例との理論的な整合性を考慮した判断がなされている様
相が見られる。在外邦人選挙権制限規定違憲判決（最大判平成17･ 9 ･14民集59-7-2087）、非嫡出子
相続分差別規定違憲判決（最大判平成25･ 9 ･ 4 民集67-6-1320）参照。	
（33）	 見平典「憲法学と司法政治学の対話－違憲審査制と憲法秩序の形成のあり方をめぐって－」（法
律時報86巻 8 号、2014年）97頁参照。














（36）	 平成19年判決（最大判平成19･ 6 ･13民集61-4-1617）には、3 人の裁判官の各反対意見、3 人の裁
判官の各意見、4 人の裁判官の各補足意見のほかに、藤田・今井・中川・田原裁判官による「 4 裁
判官の見解」と題された意見が付加され、このうち藤田・今井・中川裁判官は、別途にそれぞれ
「意見」を述べ、田原裁判官も別途に「反対意見」を述べている。
（37）	 衆議院選挙制度に関する調査会の答申については、『朝日新聞』2016年 1 月15日付紙面参照。
